


























務総務省（Ministerio de Hacienda y Función Pública）所管の国立行政研究所（Ins-
tituto Nacional de Administraciones Públicas）において、行政機関におけるサービ
スのアウトソーシング研究調査プロジェクト（la externalización de los servicios 
en la Administración Pública）主任研究員、雇用社会保障省（Ministerio de Empleo 
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ョン政策プロジェクト（Proyecto sobre Políticas de Empleo, Igualdad e Inclusión 
Social）主任研究員、国家機関の年金研究チーム（Grupo de Estudios Nacional so-
bre Pensiones）メンバー、さらに地域雇用問題に関する国際プロジェクト（Pro-






高齢者、障がい者を中心に─』（LAS POLÍTICAS DE EMPLEO EN EL ÁMBI︲
TO LOCAL）（プロジェクト長：フアン・カルロス・アルバレス・コルテス（Juan 
Carlos Álvarez Cortés）、企画コーディネーター：フランシスコ・ビラ・ティエルノ、
マラガ社会問題研究調査研究会（Asociación M. Estudios e Investigaciones Sociales: 
AMEIS）、2017年）を出版し、この成果物の中に訳者も「日本の雇用政策立法の

























る。突如として、それまで無限に資金調達や財源の創設（fuentes infinitas de finan-
ciación y de creación de recursos）が可能と思われていた行政機関（Administraciones 
Públicas）が窮乏または破産の状態に追い込まれている。この状態は、まさにこう
した行政機関がサービス提供するはずの国民が現在置かれている状態と同じであ























de planificación y control）から生じた深刻な経済危機の中で発生した数々の贈収賄や市町村
議会のスキャンダルで立証されている）。加えて、赤字水準はすでに容認できない程度
に達しており、また資金調達は最高限度に膨れ上がった利率のために不可能な状態





























いわゆる「市民の欧州」（Europa de los ciudadanos）の枠組みにおいて、すなわ
ち、厳密な意味での経済的利益（intereses económicos）を超えて「社会的であるこ
と」（lo Social）が極めて重要とされる欧州では、雇用不足が深刻な状態であること

















このことは、社会福祉政策（políticas de Bienestar Social）を優先する労働関係制度







































にスペイン雇用法（Ley de Empleo） 4 条「雇用政策に関する地方の次元」（dimensión 












行する権限（competencias de ejecución de la legislación laboral del Estado）、第 2 に国の
経済政策の定める目的内での経済発展の促進（fomento del desarrollo económico den-
tro de los objetivos marcados por la política económica nacional）、そして第 3 に経済活動
の発展および遂行に関するより広範な権限に含められた雇用を促進させる権限
（competencias en fomento de empleo incluida en la más amplia competencia sobre desarro-
llo y ejecución de la actividad económica）となっている7）。また、前述した地方公共団
体の権限の帰属は、地方制度基盤調整法（1985年 4 月 2 日法律第 7 号）（Ley 7/1985, de 





る。すなわち、一方で自治州の公共雇用サービス（Servicios Públicos de Empleo）
が、各種積極政策の活動と対策の実施において、地方団体との適切な協力メカニズ
ムを確立することができると期待され（雇用法 4 条 2 項）、他方で新たに自治州の専
門的な職務として、自治州内の制度に参加が可能な機関への参加を容易にする可能
性が考慮されている（雇用法 4 条 3 、 4 号）。地方自治体の役割は制度的な観点では
それほど大きくない。この背景には、自治州のイニシアティブの構成に付随させら
















（Planes Nacionales de Empleo）の中でその主導的役割を得ることと同じである。こう








（雇用法 4 条 4 項）10）。このサービスは、地方公共団体の協力が「自治州の範囲の制度
に参加が可能な機関へのその代表と参加を通じて、積極的雇用政策の地方協定の過














一方で、地方制度基盤調整法旧28条の内容の確認と、同法現行 7 条 4 項の要件の
廃止が重要である。これらの条項の廃止はすべて、地方行政の合理化及び持続可能
─ ─162
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性に関する法律（2013年12月27日法律第27号）（Ley 27/2013, de 27 de diciembre, de racio-































ではないけれども、25条 2 項 e 号が「社会的必要性の諸状況及び社会的排除の状況
及び危険に直面している人びとに対する緊急的対応に関する評価及び情報」につい















3 月 3 日判決第41号、官報（Boletín Oficial del Estado） 4 月 8 日）を出す以前は、同法
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deración de Empresarios de Málaga：CEM）、マラガ大学（Universidad de Málaga：
UMA）、国立通信教育大学（Universidad Nacional de Educación a Distancia：UNED）
の協力で、マラガに所在する企業によって、当該県在住の大卒者の実習契約（contrata-
ción en prácticas）のための社会的費用（costes sociales）の一部を援助するために割り
当てられた金額が予定されている。
